第4章　卒業後又は退学後の状況（返還中又は返還猶予中）に異動があったとき
4－1　返還債務の履行猶予及び免除に関する特例に該当するとき
手続：返還猶予

1　特例に該当するときとは
（1）養成施設卒業年度の国家試験をやむを得ない理由で受験できなかったか、又は受験したが不合格であったため、翌年度に再受験しようとするとき。さらに、再受験したが不合格であったため、翌年度に再々受験しようとするとき。
　　※卒業年度からその翌々年度の国家試験までは返還猶予が認められるため、計3回の受験機会がありますが、その間に合格しなければ、それ以上の返還猶予は認められません。

（2）養成施設卒業年度の国家試験に合格したとき。
（3）介護福祉士又は社会福祉士の資格を取得した日から1年以内に、指定施設で介護業務等以外の業務に従事したが、資格取得日から2年以内に介護業務等に従事しようとする意思があるとき。
2　提出が必要な書類

（1）返還猶予申請書（第13号様式）…記入例23,24
上記1（3）の場合には従事先の施設長の証明印をもらってください。

（2）事実を証明する書類

ア　上記1（1）の場合
①社会福祉士国家試験の受験票の写

②疾病・負傷の診断書又は災害の罹災証明書等
イ　上記1（2）の場合

①社会福祉士合格証の写

3　書類作成上の注意

（1）返還猶予申請書について

ア　返還猶予を希望する期間欄

①上記1（1）の場合で、卒業年度の国家試験に不合格となった場合は、不合格となった日の属する月の翌月から翌年度の国家試験の合格発表予定日の属する月までの期間、再受験に不合格となった場合は、2度目の不合格となった日の属する月の翌月から翌年度の国家試験の合格発表予定日の属する月までの期間。また、再受験、再々受験のいずれかにおいて合格した場合は、合格した日から1年以内の期間。なお、国家試験の合格発表予定日は原則として毎年度3月31日です。
②上記1（2）の場合は、国家試験に合格した日から1年以内の期間。
③上記1（3）の場合は、介護業務等以外の業務に従事を始めた日の属する月を猶予期間の始期とし、資格取得日から2年後の日の前日の属する月を猶予期間の終期の限度としてください。

イ　理由の該当事項及び説明欄

4を○印で囲み、該当の理由を具体的に記入してください。
4　提出先及び提出期限

該当する事実の生じた日から1か月以内に、地域福祉推進課へ提出してください。

5　返還猶予の承認又は不承認の決定通知

提出された書類に基づいて内容を審査し、返還猶予の可否を決定して直接本人に通知します。

6　翌年度の国家試験の合格発表日が承認された返還猶予期間外になったとき

地域福祉推進課へ連絡し、そのときの指示に従ってください。
7　承認された返還猶予期間内に、指定施設等で介護業務等に従事したとき

あらためて返還猶予申請が必要です。「3－1卒業の日から1年以内に、指定施設等で介護業務等に従事するとき」の項（P.32）を見てください。なお、借用証書は既に提出済なので、再提出の必要はありません。

8　承認された返還猶予期間内に介護業務等に従事する意思がなくなったとき
引き続き他の理由によって返還猶予が承認されない限り、返還手続きの対象になります。提出が必要な書類は、
（1）社会福祉士の特例適用終了届（第6号様式の2を使用） 

（2）返還計画書（第12号様式）

の2点です。書類の作成及び提出については「4－2前項の特例による返還猶予期間中に介護業務等に従事する意思がなくなったとき」の項（P.51）を見てください。

記入例23

第13号様式（第11条関係）

（表）

	介護福祉士等修学資金返還猶予申請書

平成　22年　3月　12日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09 － 10100　号







本　　　　人







　　  〒206-0002






　住　　　所  多摩市一の宮499-2






　氏　　　名  柴崎　保

㊞

電      話  042 (371) 1024
下記のとおり、介護福祉士等修学資金の返還期限の猶予を受けたいので、別紙書類を添えて申請します。

記

返還猶予を希望する期間

平成　22年　4月から　　23年　3月まで

返還猶予を希望する金額（注1）

￥
8
0
0
0
0
0　円

理　　　　　由

該　当　事　項

（該当する事項に○をすること。）

１　指定施設等で介護業務等に従事しているため等（条例第11条第１号該当）
２　引き続き養成施設等に在学しているため（条例第11条第2号該当）
３　卒業後、知事の定める学校に在学しているため（条例第11条第3号該当）
４　災害等やむを得ない理由により、返還債務の履行ができないため（条例第11条第4号該当）
説　　　　　明
第○回国家試験（平成22年1月26日実施）に申し込んだが、虫垂炎のため平成22年1月20日から2月10日まで入院し、受験できなかったので、来年度再受験する。
　　　　　　　　　　
従　事　先

名　　　称

施設等種別（注２）
介護保険事業所番号
所在地
（〒

）



電話　　　　（　　　　）　　　　

上記職員の業務内容
雇用形態
常勤・非常勤
従　事　開　始　日

年　　月　　日

従　事　先　管　理　者

証　　　　明　　　　書

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日


従事先管理者名

㊞　

（注）１　返還猶予を希望する金額の先頭に￥マークを記入してください。

　　　２　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　３　該当事項及び添付書類については、裏面を参照してください。


（日本工業規格Ａ列４番）
記入例24
第13号様式（第11条関係）

（表）

	介護福祉士等修学資金返還猶予申請書

平成　22年　4月　10日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09 － 10080　号







本　　　　人







　　  〒197-0011






　住　　　所  福生市福生247






　氏　　　名  永山　香津子
㊞
                                                 電      話  042 (552) 3776
下記のとおり、介護福祉士等修学資金の返還期限の猶予を受けたいので、別紙書類を添えて申請します。

記

返還猶予を希望する期間

平成　22年　4月から　　23年　3月まで

返還猶予を希望する金額（注1）

￥
8
0
0
0
0
0  円

理　　　　　由

該　当　事　項

（該当する事項に○をすること。）

１　指定施設等で介護業務等に従事しているため等（条例第11条第１号該当）
２　引き続き養成施設等に在学しているため（条例第11条第2号該当）
３　卒業後、知事の定める学校に在学しているため（条例第11条第3号該当）
４　災害等やむを得ない理由により、返還債務の履行ができないため（条例第11条第4号該当）
説　　　　　明
H22年3月社会福祉士資格取得、H22年4月から指定施設の特養で一般事務に従事。
　　　　　　　　　　　　　H23年4月より同法人経営の施設で社会福祉士として入所者の相談・援助業務に従事
　　　　　　　　　　　　　　　　　することが内定している。
従　事　先

名　　　称

施設等種別（注２）
介護保険事業所番号
所在地
（〒

）



電話　　　　（　　　　）　　　　

上記職員の業務内容
雇用形態
常勤・非常勤
従　事　開　始　日

年　　月　　日

従　事　先　管　理　者

証　　　　明　　　　書

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日


従事先管理者名

㊞　

（注）１　返還猶予を希望する金額の先頭に￥マークを記入してください。

　　　２　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　３　該当事項及び添付書類については、裏面を参照してください。


（日本工業規格Ａ列４番）
4－2　前記の特例による返還猶予期間中に介護業務等に従事する意思がなくなったとき
手続：返還

1　提出が必要な書類

（1）停止・再開・辞退等届（第6号様式の2）…記入例25
（2）返還計画書（第12号様式）
2　書類作成上の注意

返還計画書の記入にあたっては「3－3卒業後、 指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。返還は、原則として特例に該当しなくなった日の属する月の翌月から開始になります。
3　提出先及び提出期限

事実が発生したときから1か月以内に地域福祉推進課へ提出してください。
4　返還猶予の打切り

承認された返還猶予期間中であっても、この手続きに伴って返還猶予は打切りになります。
5　返還方法

「3－3卒業後、 指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。
記入例25
第6号様式の2（第8条関係）

	停止・再開・辞退等届

平成　23年　11月　12日　

東京都知事　殿







養成施設等名  新宿社会福祉学校






貸与決定番号　第　09－ 10090　号







本　　　　人







　　  〒206-0002






　住　　　所  多摩市一の宮492-2






　氏　　　名  柴崎　保

㊞
　                                     
下記事項について、届け出ます。

記

届出事項

（該当する事項に○をすること。）

１　養成施設等の休学・停学

２　養成施設等の退学

３　養成施設等の復学

４　指定施設等で介護業務等に従事する意思がなくなった

５　心身の故障

６　その他

　（　返還債務の履行猶予及び免除に関する特例適用の辞退　　　
　　　）

内　容

　翌年度の国家試験を受ける意思がなくなった
理　由

　平成23年11月3日父が死亡し、家業を継ぐことになったため
備　考

（注）１　届出事項１から３までの場合は、養成施設等が発行したその事実を証明する書類を添付してください。

２　届出事項５の場合は、医師の診断書を添付してください。


（日本工業規格Ａ列４番）

4－3　指定施設等で引き続き所定の期間（返還免除対象）介護業務等に従事したとき
手続：返還免除

1　提出が必要な書類

（1）返還免除申請書（第19号様式）…記入例26
　　　※附則（平21．条例第33号）第6項に規定する「特例措置対象者」の場合は附則別記第3号様式
※非常勤職員として従事する場合にも返還猶予申請をすることができますが、1年間あたり180日以上従事する必要がありますので、従事する指定施設等で、勤務日数が証明できる書類（様式は任意）を発行してもらってください。
2　所定の期間とは

（1）「用語の説明」の項（P.120）を見てください。

（2）期間の算出における1年は、登録又は雇用された期間が365日（うるう年の場合 366日）、介護業務等に従事した実働日数が180日以上とします。

（3）疾病、負傷等やむを得ない理由により一時的に介護業務等に従事できなくなり、従事日数等が不足するときは地域福祉推進課へ連絡してください。

3　書類作成上の注意

（1）返還免除申請書について

ア　貸与を受けた期間、貸与を受けた金額及び返還免除を希望する金額欄…間違いのないように記入してください。

イ　該当事項欄…第1号に該当しますので、1を○印で囲んでください。

ウ　従事先名称欄…法人の名称ではなく配属施設等の名称を書いてください。

エ　従事先施設等種別欄…別表「指定施設等」（P.71）を見て、従事先施設等種別の番号を書いてください。

オ　介護保険事業所番号欄…介護保険事業所番号を取得している場合、記入してください。

カ　雇用形態…非常勤で雇用されている場合は、介護業務等に従事した勤務日数を証明する書類を添付してください。
キ　従事期間…現在従事中の場合は、介護業務等の従事開始の日から証明日までを記入してください。

ク　従事先管理者証明欄…従事事実の証明をしていただきます。証明者は氏名だけでなく職名も併せて記入し、印鑑は「長」としての公印を押印するように依頼してください。

4　提出先及び提出期限

所定の期間経過後すみやかに地域福祉推進課へ提出して下さい。これらの手続きが行われないときは、返還猶予期間の満了に伴い返還手続きの対象になりますのでご注意下さい。

5　返還免除の承認又は不承認の決定通知

　　提出された書類に基づいて内容を審査し、返還免除の可否を決定して直接本人に通知します。
記入例26
第19号様式（第14条関係）

（表）

	介護福祉士等修学資金返還免除申請書

平成　28年　4月　15日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09 － 00123　号







本　　　　人







　　  〒132-0021






　住　　　所  江戸川区中央1-4-1






　氏　　　名  杉山　美江

㊞







　電　　　話　03（3652）1262　　　







連帯保証人








　　  〒124-0012

住      所　葛飾区立石5-13-1　  






　氏　  　名  佐藤　みどり
㊞

下記のとおり、介護福祉士等修学資金の返還の免除を受けたいので、別紙書類を添えて申請します。

記

貸与を受けた時の養成施設等名

新宿福祉専門学校
貸与を受けた期間
平成　21年　4月から　　23年　3月まで

貸与を受けた金額（注1）
￥
1
6
0
0
0
0
0 円

返還免除を希望する期間
及び金額（注１）
平成　21年　4月から　　23年　3月まで

￥

1
6
0
0
0
0
0 円

該当事項

１　養成施設を卒業した日から1年以内に介護業務等に従事し、引き続き介護福祉士又は社会福祉士として条例第12条第1項第1号に定める期間介護業務等に従事したため（条例第12条第1項第１号該当）

２　介護業務等上の理由による死亡又は心身の故障により、勤務を継続できないため（条例第12条第1項第2号該当）
３　死亡又は心身の故障により、修学資金の返還ができないため（条例第12条第2項第1号該当）

４　災害等やむを得ない理由により修学資金の返還の債務の履行ができないため（条例第12条第2項第2号該当）

５　貸与を受けた期間以上介護業務等に従事した後、特別な事情により介護業務等を継続することができなくなったため（条例第12条第2項第3号該当）
備考

従　事　先

名　　　称

　特別養護老人ホーム　幸楽園
施設等種別
（注２）
F－3
（介護保険事業所番号1370123456）

（介護保険事業所番号             ）

所在地
（〒121-0813）足立区竹の塚2-25-17
電話 03（3542）1936　　　　

（〒       ）
　
上記職員の業務内容
入所者の介護業務
雇用形態
常勤・非常勤
常勤・非常勤

従　事　期　間
平成　2３年　4月　１日から

年　　月　　日・現在まで
年　　月　　日から

年　　月　　日・現在まで
従　事　先　管　理　者

証　　　　明　　　　書

上記のとおりであることを証明します。

平成　2８年　4月　10日
従事先管理者名

特別養護老人ホーム　幸楽園　　㊞　

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日
従事先管理者名

㊞　

（注）１　返還猶予を希望する金額の先頭に￥マークを記入してください。

　　　２　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　３　該当事項及び添付書類については、裏面を参照してください。


（日本工業規格Ａ列４番）
4－4　介護業務等従事先を変更したとき
手続：従事先変更届
1　提出が必要な書類

従事先変更届兼指定施設等証明書（第17号様式）…記入例27
2　書類作成上の注意

（1）同一法人内の異動による施設変更の場合も届出が必要です。

（2）従事先管理者の証明については、「3－1卒業の日から1年以内に、指定施設等で介護業務等に従事するとき」の項（P.32）を見てください。

（3）施設等種別は、別表「指定施設等」（P.71）を見て、番号を記入してください。 

（4）変更前の従事期間の終期と従事先変更年月日は、月を単位として継続している必要があります。

（例：平成21年7月中に元の従事先を退職した場合、平成21年8月31日までに次の従事先での従事を開始すれば、期間が継続していることになります。）継続していない場合は返還になりますので、従事先を変更する際はご注意下さい。

3　提出先及び提出期限

新たな職場での勤務開始後1か月以内に地域福祉推進課へ提出してください。
記入例27
第17号様式（第12条関係）

	従事先変更届兼指定施設等証明書

平成　23年　4月　14日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09 － 00123　号







本　　　　人







　　  〒132-0021






　住　　　所  江戸川区中央1-4-1






　氏　　　名  杉山　美江
㊞






　電　　　話　03（3652）1262
下記のとおり、従事先を変更したので届け出ます。

記

変更後　従事先

名　　　称

特別養護老人ホーム　白梅園
施設等種別（注１）
F-3
介護保険事業所番号
1370654321
所　在　地
（〒152-0042）

江東区平野1-6-24
電話　03 （3607）9178　　　　
上記職員の業務内容
入所者の介護
雇用形態
常勤・非常勤
従事先変更年月日
平成　 23年
4月
1日
従事先管理者
証　　明　　欄
上記のとおりであることを証明します。



平成　 23年
4月
13日




従事先管理者名　　特別養護老人ホーム　白梅園
　　　　　　　                    園長　　東　京子　　　㊞　
変更前　従事先

名　　　称

特別養護老人ホーム　　幸楽園
施設等種別（注１）
F-3
介護保険事業所番号
1370123456
所在地
（〒121-0813）
足立区竹の塚2-25-17
        電話　03（3542）1936　　　

業務内容
    入所者の介護
雇用形態
常勤・非常勤
変更前の従事期間

平成　22年　4月　1日から
　23年　3月　31日まで
（注）１　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　２　変更前の従事期間と従事先変更年月日とが月を単位として連続していなければ、返還猶予は認められません。

　　　３　この用紙で証明を得ることが困難な場合には、施設長が発行する勤務証明書に代えることができます。


（日本工業規格Ａ列４番）
4－5　指定施設等での介護業務等に所定の期間未満で従事しなくなったとき
手続：返還

（修学資金の貸与を受けた期間以上、介護業務等に従事したが、 特別の事情により業務を継続することができなくなったときは「4－8一部返還免除の申請」（P.63）を見てください。）

1　提出が必要な書類

（1）業務廃止届（第18号様式）…記入例28
（2）返還計画書（第12号様式）

2　所定の期間とは

「用語の説明」の項（P.120）を見てください。

3　書類作成の上の注意

返還計画書の記入にあたっては、「3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。返還は業務廃止の日の属する月の翌月からになります。

4　提出先及び提出期限

地域福祉推進課へ業務廃止から1か月以内に提出してください。

5　返還猶予の打切り

承認された返還猶予期間中であっても、業務廃止届の提出によって返還猶予は打切りになります。

6　返還方法

「3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。
記入例28

第18号様式（第12条関係）

	業　務　廃　止　届

平成　23年　4月　3日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09－　00111　号







本　　　　人







　　　〒190-00456






　住　　　所　立川市錦町3-2-26






　氏　　　名　小野　秀則
㊞







　電　　　話　03（350）1996　　　　

下記のとおり、介護業務等に従事しなくなったので届け出ます。

記

最　終

従事先

名　　称

　　身体障害者養護施設　　西多摩養護園
所在地
（〒197-0814）

                  あきる野市二宮360
電話　042（558）3903　　　　

業務内容

　　入所者の介護
業務廃止年月日

平成　 23年
3月　31日
理　　　　　由

西多摩療護園を退職し、都外施設に就職したため



（日本工業規格Ａ列４番）
4－6　知事が定める学校を卒業又は退学したとき
手続：返還猶予or返還

1　提出が必要な書類

（1）卒業届又は退学届（第6号様式の2を使用）…記入例29
（2）卒業証明書又は退学証明書（知事が定める学校に発行してもらってください。）
（3）返還計画書（第12号様式）　〈返還の場合〉

（4）返還猶予申請書（第13号様式）　〈返還猶予申請の場合〉

2　返還猶予申請が可能な場合とは

卒業又は退学後、更に引き続き指定施設等で介護業務等に従事するときです。
3　書類作成上の注意

（1）返還計画書の作成にあたっては、「3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。返還は退学又は卒業の日の属する月の翌月からになります。返還猶予申請の場合は提出の必要はありません。
（2）返還猶予申請書の作成にあたっては、「3－1卒業の日から1年以内に、指定施設等で介護業務等に従事するとき」の項（P.32）を見てください。なお、返還猶予の期間は介護業務等従事開始の日の属する月から所定の期間です。
4　介護業務等の従事開始が、知事を指定する学校の卒業又は退学から1か月以内でない場合は、あらかじめ地域福祉推進課の担当まで相談してください。
5　提出時期及び提出先

卒業又は退学のときから1か月以内に、地域福祉推進課へ提出してください。なお、やむを得ない理由により期限内に提出が困難な場合は連絡してください。
6　返還方法

「3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。
7　返還猶予申請に対する承認又は不承認

提出された申請書類の内容を審査し、否決を決定して直接本人に通知します。
記入例29
第6号様式の2（第8条関係）

	停止・再開・辞退等届

平成　24年　3月　25日　

東京都知事　殿







養成施設等名　






貸与決定番号　第　09 － 10111　号







本　　　　人







　　  〒143-0015






　住　　　所  大田区大森西2-17-4






　氏　　　名　清水　常次
㊞
下記事項について、届け出ます。

記

届出事項

（該当する事項に○をすること。）

１　養成施設等の休学・停学

２　養成施設等の退学

３　養成施設等の復学

４　指定施設等で介護業務等に従事する意思がなくなった

５　心身の故障

６　その他

　（






　　　）

内　容

知事の定める学校を卒業

理　由

　社会福祉士養成施設を卒業後、介護福祉士の資格を取るため、介護福祉士養成施設の東京都福祉教育専門学校介護福祉科に平成22年4月1日に入学していたが、2年間の修学期間を終えて平成24年3月15日に卒業した。
備　考

（注）１　届出事項１から３までの場合は、養成施設等が発行したその事実を証明する書類を添付してください。

２　届出事項５の場合は、医師の診断書を添付してください。


（日本工業規格Ａ列４番）
4－7　返還猶予中の修学生のうち、災害等やむを得ない理由により別の猶予事情が生じたとき
手続：返還猶予or返還免除

1　提出が必要な書類

（1）返還猶予申請書（第13号様式）　〈返還猶予申請の場合〉

（2）返還免除申請書（第19号様式）　〈返還免除申請の場合〉
　　　※附則（平21．条例第33号）第6項に規定する「特例措置対象者」の場合は附則別記第3号様式
（3）事実を証明する書類

2　災害等やむを得ない理由による猶予とは

「東京都介護福祉士等修学資金貸与事務処理要領」第4の2（P.96）を参照してください。

3　書類作成上の注意

（1）返還猶予申請書について

ア　返還猶予を希望する期間欄…返還できない理由が存する期間を指しますが、場合によっては状況の変化や経過を見るために、当面の期間に限ることもあります。

イ　該当事項欄…第4号に該当しますので、4を○印で囲んでください。

ウ　説明欄…返還できなくなった理由の経過や状況を記入してください。枠内に書ききれないときは、｢別紙のとおり｣ と記入して、適宜別紙（様式自由）を使って書いてください。
（2）返還免除申請書について

ア　連帯保証人欄…承認されている連帯保証人を記入してください。

イ　該当事項欄…第4号に該当しますので、4を○印で囲んでください。

ウ　備考欄…返還できなくなった理由の経過や状況を記入してください。枠内に書ききれないときは、｢理由は別紙のとおり｣と記入して、適宜別紙（様式自由）を使って書いてください。

（3）事実を証明する書類とは、返還できなくなった原因や程度について、その事実を証明できる機関等で発行されたものです。医師の診断書や災害を被ったときの罹災証明書等があります。

4　提出先と期限

猶予事由の発生後すみやかに地域福祉推進課へ提出してください。

5　承認又は不承認の決定通知

提出された書類に基づいて内容を審査し、可否を決定して通知します。

6　猶予期間の延長

承認されている猶予期間が終了した後もその理由が継続し、更に猶予を希望するときは、当初の申請と同じ手続きが必要です。再手続きを行わない場合は、既に承認されている期間で猶予が終了します。

7　猶予期間の終了又は猶予理由の消滅

承認された猶予期間が終了し、又は猶予期間の終了前にその理由が消滅したときには、返還等の手続きをしてください。

（1）返還手続き

ア　猶予期間終了のときは返還計画書（第12号様式）を、猶予理由の消滅のときは返還計画書に猶予理由消滅の届出 （第6号様式の2を使用） を添付して提出してください。

イ　返還の開始は、猶予期間の終了又は理由の消滅した日の属する月の翌月からになります。このほか返還計画書の記入や返還の仕方については、｢3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき｣の項（P.38）を見てください。

（2）返還以外の手続き

新たに返還以外の手続きが必要なときは他の該当の項を見てください。不明のときは地域福祉推進課の担当に相談してください。

4－8　一部返還免除の申請

1　一部返還免除の申請ができる場合とは

介護業務等に従事した期間が、修学資金の貸与を受けた期間以上で、かつ返還免除が認められる所定の期間未満の場合において、特別の事情により業務を継続することができなくなったときには、貸与金額の一部返還免除を申請することができます。
2　提出が必要な書類

（1）業務廃止届（第18号様式）

（2）返還免除申請書（第19号様式）…記入例30
　　　※附則（平21．条例第33号）第6項に規定する「特例措置対象者」の場合は附則別記第3号様式
（3）特別の事情を証明する書類

（4）返還計画書 （第12号様式）

3　所定の期間とは

「用語の説明」の項（P.120）を見てください。

4　特別の事情とは

「東京都介護福祉士等修学資金貸与事務処理要領」第5の2（P.100）を参照してください。

5　返還が免除される金額

次の方法によって算出します。なお、{　}内の数値が1を超えるときは1とし、貸与を受けた月数が24か月に満たないときは24か月として算出します。

なお、1円未満の端数は切り捨てます。
返還の履行期限が到来していない金額×{ 業務に従事した月数÷（貸与を受けた月数×
[image: image1.wmf]2

5

）}
6　書類作成上の注意

（1）返還免除申請書

返還免除申請書の「返還免除を希望する金額」欄は、上記の方法によって算出した金額です。返還免除を希望する期間は記入不要です。該当事項は、第5号に該当しますので、5を○印で囲んでください。「備考」欄は、業務従事月数、貸与を受けた月数及び免除希望金額の算出式を記入してください。そのほかは「4－3指定施設等で引き続き所定の期間（返還免除対象）介護業務等に従事したとき」の項（P.53）を見てください。
（2）返還計画書の「借用金額」欄には貸与を受けた金額を記入し、「備考」欄に業務従事月数、貸与を受けた月数及び免除希望金額の算出式と返還すべき金額を記入して下さい。

7　提出先及び提出期限

業務廃止から1か月以内に地域福祉推進課へ提出してください。
8　返還猶予の打切り

承認された返還猶予期間中であっても、業務廃止届の提出により返還猶予は打ち切りになります。

9　返還方法

「3－3卒業後、指定施設等で介護業務等に従事しないとき」の項（P.38）を見てください。
記入例30

第19号様式（第14条関係）

（表）

	介護福祉士等修学資金返還免除申請書

平成　27年　1月　10日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09－ 00201 号







本　　　　人







　　  〒101-0052






　住　　　所  千代田区神田小川町2-3






　氏　　　名  小川　花子

㊞







　電　　　話　03（3290）2304　　　







連帯保証人








　　  〒135-0016

住　　　所  江東区東陽4-11-28






　氏　　　名  木村　正

㊞
下記のとおり、介護福祉士等修学資金の返還の免除を受けたいので、別紙書類を添えて申請します。

記

貸与を受けた時の養成施設等名

東京都福祉教育専門学校
貸与を受けた期間
平成　21年　4月から　　23年　3月まで

貸与を受けた金額（注1）
￥
1
6
0
0
0
0
0 円
返還免除を希望する期間
及び金額（注１）
年　　月から　　年　　月まで

円

該当事項

１　養成施設を卒業した日から1年以内に介護業務等に従事し、引き続き介護福祉士又は社会福祉士として条例第12条第1項第1号に定める期間介護業務等に従事したため（条例第12条第1項第１号該当）

２　介護業務等上の理由による死亡又は心身の故障により、勤務を継続できないため（条例第12条第1項第2号該当）
３　死亡又は心身の故障により、修学資金の返還ができないため（条例第12条第2項第1号該当）

４　災害等やむを得ない理由により修学資金の返還の債務の履行ができないため（条例第12条第2項第2号該当）

５　貸与を受けた期間以上介護業務等に従事した後、特別な事情により介護業務等を継続することができなくなったため（条例第12条第2項第3号該当）
備考

業務従事月数＝45月、貸与月数24月　　免除希望金額＝1,600,000円×{45÷(24×5/2)}=1,200,000円
従　事　先

名　　　称

特別養護老人ホーム　幸楽園
施設等種別
（注２）
E-4

（介護保険事業所番号 1370123456）

（介護保険事業所番号）

所在地
（〒121-0813）足立区竹の塚2-25-17
電話 03（3542）1936　　　　

（〒

）
電話　　　　（　　　　）　　　　

上記職員の業務内容
  　    入所者の介護
雇用形態
常勤・非常勤
常勤・非常勤
従　事　期　間
平成　23年　4月　1日から

26年　12月　31日・現在まで
従　事　先　管　理　者

証　　　　明　　　　書

上記のとおりであることを証明します。

平成　27年　1月　8日
従事先管理者名　特別養護老人ホーム

園長　　新宿　太郎　　

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日
従事先管理者名

㊞　

（注）１　返還免除を希望する金額の先頭に￥マークを記入してください。

　　　２　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　３　該当事項及び添付書類については、裏面を参照してください。


（日本工業規格Ａ列４番）


4－9　介護業務等に起因する死亡又は心身の故障で業務を継続できなくなったとき
手続：返還免除

1　提出が必要な書類

（1）心身の故障の届出（第6号様式の2を使用）又は死亡届（第7号様式）…記入例31
（2）医師の診断書又は死亡診断書（事実を証明できる機関が発行）

（3）労働災害の認定を証明する書類

（4）返還免除申請書（第19号様式）…記入例32
　　　※附則（平21．条例第33号）第6項に規定する「特例措置対象者」の場合は附則別記第3号様式
2　書類作成上の注意

（1）返還免除申請書について

ア　連帯保証人欄…承認されている保証人を記入してください。

イ　該当事項欄…第2号に該当しますので、2を○で囲んでください。

（2）死亡のときの手続きは、連帯保証人が行ってください。

3　提出先及び提出期限

介護業務等を継続できなくなった日から1か月以内に地域福祉推進課へ提出してください。やむを得ない理由で期限内の提出が困難な場合は連絡してください。

4　返還免除の承認又は不承認の決定通知

提出された書類に基づいて内容を審査し、返還免除の可否を決定して直接本人に通知します｡
記入例31
第6号様式の2（第8条関係）

	停止・再開・辞退等届

平成　23年　8月　30日　

東京都知事　殿







養成施設等名　東京都福祉教育専門学校






貸与決定番号　第　09 － 000123　号







本　　　　人







　　  〒208-0044






　住　　　所  武蔵村山市元町12-15






　氏　　　名  原　弘子

㊞
下記事項について、届け出ます。

記

届出事項

（該当する事項に○をすること。）

１　養成施設等の休学・停学

２　養成施設等の退学

３　養成施設等の復学

４　指定施設等で介護業務等に従事する意思がなくなった

５　心身の故障

６　その他

　（






　　　）

内　容

両下肢機能の著しい障害で、身体障害者手帳（2級）の交付を受けた。
理　由

　平成23年7月25日午後3時10分頃東大和市清水4-950前の道路を要介護高齢
者（上田トキ75歳）を車椅子に乗せ通行中のところ練馬区桜台2-21大林健運転の小型トラックに追突され、治療中であったが、後遺症が残り、介護業務を継続することができなくなった。
備　考

　借受期間　平成21年4月から平成23年3月分まで
　借受金額　合計　1,600,000円
　平成23年4月1日から東大和市高齢者在宅サービスセンターに勤務を開始し、
　返還猶予中である。
（注）１　届出事項１から３までの場合は、養成施設等が発行したその事実を証明する書類を添付してください。

２　届出事項５の場合は、医師の診断書を添付してください。


（日本工業規格Ａ列４番）
記入例32

第19号様式（第14条関係）

（表）

	介護福祉士等修学資金返還免除申請書

平成　23年　8月　30日　

東京都知事　殿







貸与決定番号　第　09 － 00123  号







本　　　　人







　　  〒208-0004






　住　　　所  武蔵村山市元町12-15






　氏　　　名  原　弘子

㊞







　電　　　話　042（565）3381　　　







連帯保証人








　  　〒116-0002

住      所  荒川区荒川1-2-11






　氏　  　名  長谷川　昇

㊞
下記のとおり、介護福祉士等修学資金の返還の免除を受けたいので、別紙書類を添えて申請します。

記

貸与を受けた時の養成施設等名

東京都福祉教育専門学校
貸与を受けた期間
平成　21年　4月から　　23年　3月まで

貸与を受けた金額（注1）
￥
1
6
0
0
0
0
0 円
返還免除を希望する期間
及び金額（注１）
平成　21年　4月から　　23年　3月まで

￥

1
6
0
0
0
0
0 円

該当事項

１　養成施設を卒業した日から1年以内に介護業務等に従事し、引き続き介護福祉士又は社会福祉士として条例第12条第1項第1号に定める期間介護業務等に従事したため（条例第12条第1項第１号該当）

２　介護業務等上の理由による死亡又は心身の故障により、勤務を継続できないため（条例第12条第1項第2号該当）
３　死亡又は心身の故障により、修学資金の返還ができないため（条例第12条第2項第1号該当）

４　災害等やむを得ない理由により修学資金の返還の債務の履行ができないため（条例第12条第2項第2号該当）

５　貸与を受けた期間以上介護業務等に従事した後、特別な事情により介護業務等を継続することができなくなったため（条例第12条第2項第3号該当）
備考

　別紙｢心身の故障届｣のとおり、勤務先を退職して無収入の状況で返還できないため
従　事　先

名　　　称

施設等種別
（注２）
（介護保険事業所番号）
所在地
（〒

）
電話　　　　（　　　　）　　　　

上記職員の業務内容
雇用形態
常勤・非常勤
従　事　期　間
年　　月　　日から

年　　月　　日・現在まで
従　事　先　管　理　者

証　　　　明　　　　書

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日
従事先管理者名

㊞　

上記のとおりであることを証明します。

年　　月　　日
従事先管理者名

㊞　

（注）１　返還猶予を希望する金額の先頭に￥マークを記入してください。

　　　２　施設等種別欄には、修学生のしおりにある『別表「指定施設等」』を参照の上、記入してください。

　　　３　該当事項及び添付書類については、裏面を参照してください。
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4－10　介護業務等以外の理由による死亡又は心身の故障で修学資金の返還ができないとき
手続：返還免除or返還猶予

1　提出が必要な書類

（1）心身の故障届（第6号様式の2）又は死亡届（第7号様式）

（2）医師の診断書又は死亡診断書（事実を証明できる機関が発行）

（3）返還免除申請書（第19号様式）又は返還猶予申請書（第13号様式）
　　　※附則（平21．条例第33号）第6項に規定する「特例措置対象者」の場合は附則別記第3号様式
2　返還免除又は返還猶予について

死亡のときは返還免除申請、心身の故障で医師から治癒の見込みがないと診断されたときは返還免除申請、治癒の見込みがあると診断されたときは返還猶予申請を行ってください。
3　書類作成上の注意

（1）返還免除申請書について

ア　連帯保証人欄…承認されている連帯保証人を記入してください。

イ　該当事項欄…第3号に該当しますので、3を○印で囲んでください。

ウ　備考欄…心身の故障の場合、その発生時期、現在の症状等、修学資金を返還できない状況を簡単に記入してください。様式内に記入できないときは、「返還できない状況は別紙のとおり」として適宜別紙（様式自由）を使って書いてください。 

（2）返還猶予申請書について

ア　返還猶予を希望する期間欄…事実が発生したときから返還が可能になるときまでです。ただし1年を限度とし、それでも治癒しない場合は再度申請が必要となります。

イ　該当事項欄…第4号に該当しますので、4を○印で囲んでください。

ウ　説明欄…返還免除申請書と同様に、猶予を希望する状況を記入してください。

（3）死亡のときの手続きは、 連帯保証人が行ってください。

4　提出先と期限

返還できない状況が発生した後、すみやかに地域福祉推進課へ提出してください。

5　返還免除の承認又は不承認の決定通知

提出された書類に基づいて内容を審査し、返還免除の可否及び金額を決定して通知します。

4－11　住所を変更したとき（連帯保証人の場合も含む）

4－12　氏名を変更したとき（連帯保証人の場合も含む）

4－13　連帯保証人の変更が必要なとき

2－8（P.26）、2－9（P.26）、2－10（P.29）の項を見てください｡
4－14　届出等の書類の提出を怠ったとき

1　東京都の対応

修学資金の貸与が終了又は退学等で打ち切られた後、返還又は返還猶予中に異動があったにもかかわらず、返還計画書（第12号様式）、返還猶予申請書（第13号様式）、返還免除申請書（第19号様式）のいずれの書類も提出しない場合は、提出期限を定め、書類を提出するよう通知します。

2　連帯保証人への通知

上記の提出期限を過ぎても書類を提出しない場合は、連帯保証人に対して通知します。

3　返還通知書等の送付
上記1の通知を受領したにも関わらず、手続を怠ったときは、介護福祉士等修学資金返還通知書（要綱別記第3号様式）及び納入通知書を送付し、全額を返還していただきます。
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